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いじめの重大事態の調査報告書の分析に係る方針について 

（案） 

平成３１年２月 

 

１ 分析の目的  

○ 児童生徒課から発出した通知（※）において、「いじめの重大事態の調査

結果の分析は、再発防止に極めて有効であり、個人情報等に配慮しながら

可能な限り当該学校を越えて広く共有し、各々のいじめ防止基本方針の改

善等に積極的に活用することが重要」とされている。 

○ 重大事態の調査報告書の分析の目的としては、①同種の事案の再発防

止、②重大事態の調査に係る事務の円滑な実施が考えられるが、目的①の

観点からは、各事案の詳細な分析（個別事案分析）が参考になると考えら

れ、目的②の観点からは、重大事態の調査の経過や手続等に係る情報を整

理すること（事案情報整理）が参考になると考えられる。 

○ 重大事態の調査結果の分析は、まずは再発防止を目的として行われるべ

きと考えられることから、個別事案分析を主に実施していくこととする。 

（※）以下の通知に記載されている。 

・「平成 27 年度「児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査」結果（速報値）につい

て（通知）」（平成 28 年 12 月 1日付け児童生徒課長通知） 

・「平成 28 年度「児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査」結果（速報

値）について（通知）」（平成 29 年 11 月 30 日付け児童生徒課長通知） 

・「平成 29 年度 児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査結果について

（通知）」（平成 30 年 12 月 14 日付け児童生徒課長通知） 

  

２ 個別事案分析の進め方  

（１）個別事案分析のイメージ 

○ 分析結果のイメージについては資料２を参照（現段階のイメージであり、

今後、内容の変更があり得る）。 

○ 分析に当たっては、事案の再発防止に資する観点から、可能な限り事案の

具体的な内容・状況が理解できるような内容とするよう努めるとともに、特

に自死事案については、被害児童生徒による希死念慮のほのめかしの状況に

ついても記述する。 

○ 分析に当たっては、必要に応じて、当該地方公共団体等を通じて分析結

果の取扱いについて確認を行う。 
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（２）個別事案分析の今後の進め方 

○ 各教育委員会等が公表している調査報告書を対象として、数件程度分析

を進める。分析結果については各教育委員会等に周知するほか、生徒指導

担当者向けの会議等においても周知を行う。なお、再調査の調査報告書も

分析の対象とする。 

○ 分析及びその結果の周知については、平成 31 年度の可能な限り早期に行

うこととする。 

○ 上記とりまとめ以降は、原則として公表された報告書の中から、周知す

ることが望ましいと考えられる事案について分析を行い、その結果を定期

的に周知することとする。なお、対外的に公表されていない報告書を用い

ることも考えられるが、その場合は、当該地方公共団体等を通じて分析結

果の取扱いについて確認を行うこととする。 

○ 学校や学校設置者による平時の取組や事案への対処に資するよう、可能

な限り多様な事案を分析するよう努める。 

 

３ 事案情報整理の進め方  

（１）事案情報整理のイメージ 

○ 整理表のイメージについては資料３を参照（現段階のイメージであり、

今後、内容の変更があり得る）。 

○ 事案情報整理については、原則として重大事態の調査報告書の記述から

読み取り可能な範囲で実施することとするが、必要に応じて、当該地方公

共団体のホームページの掲載情報等も活用することとする。 

 ○ 整理に当たっては、事案の特定につながることのないよう配慮する。 

 

（２）事案情報整理の今後の進め方 

○ 各教育委員会等が公表している調査報告書を対象として整理を行い、各

教育委員会等への周知を行う。 

○ 整理及びその結果の周知については、平成 31 年度の可能な限り早期に行

うこととする。 

○ 上記とりまとめ以降は、現在、法改正の検討が進められており、重大事

態への対応の在り方にも変更が加えられる可能性があることに鑑み、法改

正の動向を踏まえた上で、適切な時期に実施することとする。 

 

４ 実施体制  

 ○ 個別事案分析及び事案情報整理については、柔軟かつ機動的な実施を可

能とするため、文部科学省において行う。 


